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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】
 2015年6月23日に提出いたしました第147期（自 2014年4月1日 至 2015年3月31日）有価証券報告書の記載事項の

一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第24条の2第1項の規定に基づき、有価証券報告書の訂正報告書

を提出するものであります。

 当社は米国タイトオイル開発プロジェクトに係る外貨建投資の為替リスクをヘッジする目的で外貨建借入金を保有し

ておりました。2014年9月に同プロジェクトの減損損失の計上に伴い外貨建借入金を返済した結果、外国為替差損失231

億円が発生、第147期の単体財務諸表におきまして、税効果考慮後の173億円を繰延ヘッジ損失として純資産の部に計上

しました。

 第148期（自 2015年4月1日 至 2016年3月31日）決算手続きにおきまして、本会計処理を改めて精査したところ、

当該損失は繰延処理ではなく、投資有価証券評価損として第147期の純損失に計上すべきものであることが判明しまし

た。税効果会計も併せて処理を見直した結果、第147期の純損失が217億円増加することとなりましたので、会計基準の

適用誤りとして単体財務諸表等を訂正するものです。

 なお、第147期の連結財務諸表につきましては、為替損失を含む減損損失を認識済みの為、変更はございません。

 訂正後の財務諸表につきましては、有限責任あずさ監査法人により監査を受けており、その監査報告書を添付してお

ります。

 

２【訂正事項】
第一部 企業情報

第１ 企業の概況

１ 主要な経営指標等の推移

(2）提出会社の経営指標等

第５ 経理の状況

２．監査証明について

１ 連結財務諸表等

(1）連結財務諸表

連結財務諸表注記 

21 剰余金

２ 財務諸表等

(1）財務諸表

① 貸借対照表

② 損益計算書

③ 株主資本等変動計算書

注記事項

（損益計算書関係）

（税効果会計関係）

 

３【訂正箇所】
 訂正箇所は＿＿＿を付して表示しております。
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(2）提出会社の経営指標等

  （訂正前）

回次 第143期 第144期 第145期 第146期 第147期 

決算年月 2011年3月 2012年3月 2013年3月 2014年3月 2015年3月 

売上高 (百万円) 3,953,315 3,611,009 3,280,960 3,338,297 3,229,406 

経常利益 

又は経常損失(△) 
(百万円) 43,582 77,635 77,417 166,745 △36,558 

当期純利益 

又は当期純損失(△) 
(百万円) 43,979 74,017 85,504 158,694 △31,096 

資本金 (百万円) 219,278 219,278 219,278 219,278 219,278 

発行済株式総数 (株) 1,250,602,867 1,250,602,867 1,250,602,867 1,250,602,867 1,250,602,867 

純資産額 (百万円) 848,204 860,292 921,095 1,031,865 934,441 

総資産額 (百万円) 4,215,859 4,162,790 4,202,954 4,457,327 4,259,544 

1株当たり純資産額 (円) 677.73 687.26 735.84 826.22 747.95 

1株当たり配当額 (円) 36.00 50.00 46.00 47.00 50.00 

(うち1株当たり中間配当額) (円) (16.00) (24.00) (25.00) (23.00) (25.00) 

1株当たり当期純利益 

又は当期純損失(△) 
(円) 35.18 59.21 68.39 127.05 △24.92 

潜在株式調整後 

1株当たり当期純利益 
(円) 35.16 59.17 68.34 126.96 － 

自己資本比率 (％) 20.1 20.6 21.9 23.1 21.9 

自己資本利益率 (％) 5.1 8.7 9.6 16.3 － 

株価収益率 (倍) 33.80 20.20 17.22 10.33 － 

配当性向 (％) 102 84 67 37 － 

従業員数 (人) 5,159 5,185 5,213 5,228 5,208 

(注) １ 「売上高」には、消費税等は含まれておりません。

       ２ 第147期は「潜在株式調整後1株当たり当期純利益」及び「株価収益率」については、1株当たり当期純損失で

あるため、記載しておりません。

    ３ 第147期は「自己資本利益率」については、当期純損失であるため、記載しておりません。

４ 「1株当たり純資産額」、「1株当たり当期純利益又は当期純損失(△)」及び「潜在株式調整後1株当たり当期

純利益」については、自己株式を控除した株式数により算出しております。

５ 第144期より、第143期以前において特別利益・特別損失に表示しておりました「投資有価証券売却益」、「投

資有価証券売却損」、「投資有価証券評価損」及び「関係会社貸倒引当金繰入額」を営業外収益・営業外費用

に表示しております。この変更は「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号）

及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号）の適用を

契機として、経常損益をより適切に表示するために見直しを行ったものであります。これに伴い、第143期以

前の「経常利益」を組替表示しております。
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  （訂正後）

回次 第143期 第144期 第145期 第146期 第147期 

決算年月 2011年3月 2012年3月 2013年3月 2014年3月 2015年3月 

売上高 (百万円) 3,953,315 3,611,009 3,280,960 3,338,297 3,229,406 

経常利益 

又は経常損失(△) 
(百万円) 43,582 77,635 77,417 166,745 △59,681 

当期純利益 

又は当期純損失(△) 
(百万円) 43,979 74,017 85,504 158,694 △52,788 

資本金 (百万円) 219,278 219,278 219,278 219,278 219,278 

発行済株式総数 (株) 1,250,602,867 1,250,602,867 1,250,602,867 1,250,602,867 1,250,602,867 

純資産額 (百万円) 848,204 860,292 921,095 1,031,865 930,090 

総資産額 (百万円) 4,215,859 4,162,790 4,202,954 4,457,327 4,255,193 

1株当たり純資産額 (円) 677.73 687.26 735.84 826.22 744.46 

1株当たり配当額 (円) 36.00 50.00 46.00 47.00 50.00 

(うち1株当たり中間配当額) (円) (16.00) (24.00) (25.00) (23.00) (25.00) 

1株当たり当期純利益 

又は当期純損失(△) 
(円) 35.18 59.21 68.39 127.05 △42.31 

潜在株式調整後 

1株当たり当期純利益 
(円) 35.16 59.17 68.34 126.96 － 

自己資本比率 (％) 20.1 20.6 21.9 23.1 21.8 

自己資本利益率 (％) 5.1 8.7 9.6 16.3 － 

株価収益率 (倍) 33.80 20.20 17.22 10.33 － 

配当性向 (％) 102 84 67 37 － 

従業員数 (人) 5,159 5,185 5,213 5,228 5,208 

(注) １ 「売上高」には、消費税等は含まれておりません。

       ２ 第147期は「潜在株式調整後1株当たり当期純利益」及び「株価収益率」については、1株当たり当期純損失で

あるため、記載しておりません。

    ３ 第147期は「自己資本利益率」については、当期純損失であるため、記載しておりません。

４ 「1株当たり純資産額」、「1株当たり当期純利益又は当期純損失(△)」及び「潜在株式調整後1株当たり当期

純利益」については、自己株式を控除した株式数により算出しております。

５ 第144期より、第143期以前において特別利益・特別損失に表示しておりました「投資有価証券売却益」、「投

資有価証券売却損」、「投資有価証券評価損」及び「関係会社貸倒引当金繰入額」を営業外収益・営業外費用

に表示しております。この変更は「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号）

及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号）の適用を

契機として、経常損益をより適切に表示するために見直しを行ったものであります。これに伴い、第143期以

前の「経常利益」を組替表示しております。
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第５ 【経理の状況】

２．監査証明について 

  （訂正前）

  当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、連結会計年度（2014年4月1日から2015年3月31日まで）の

連結財務諸表並びに第147期事業年度（2014年4月1日から2015年3月31日まで）の財務諸表について、有限責任 あずさ

監査法人による監査を受けております。 

 

  （訂正後） 

  当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、連結会計年度（2014年4月1日から2015年3月31日まで）の

連結財務諸表並びに第147期事業年度（2014年4月1日から2015年3月31日まで）の財務諸表について、有限責任 あずさ

監査法人による監査を受けております。 

 なお、金融商品取引法第24条の2第1項の規定に基づき、有価証券報告書の訂正報告書を提出しておりますが、訂正後

の財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による監査を受けております。 

 

１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

連結財務諸表注記 

21  剰余金

  （訂正前）

(1) 資本剰余金 

  日本における会社法（以下、会社法）では、株式の発行に対しての払込みまたは給付の2分の1以上を資本金に組

み入れ、残りは資本剰余金に含まれている資本準備金に組み入れることが規定されております。また、会社法で

は、資本準備金は株主総会の決議により、資本金に組み入れることができます。

 

(2) 利益剰余金

  会社法では、剰余金の配当として支出する金額の10分の1を、資本準備金及び利益準備金の合計額が資本金の4分

の1に達するまで資本準備金または利益準備金として積み立てることが規定されています。積み立てられた利益準

備金は、欠損填補に充当できます。また、株主総会の決議をもって、利益準備金を取り崩すことができることとさ

れております。

 

  親会社における会社法上の分配可能額は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に準拠して作

成された親会社の会計帳簿上の利益剰余金の金額に基づいて算定されております。

  また、会社法は分配可能額の算定にあたり一定の制限を設けております。親会社の会計帳簿上、その他利益剰余金

として記帳されている金額は、前期末及び当期末において、それぞれ469,709百万円及び377,474百万円であり、上記

の制約を受けておりません。

 

  （訂正後） 

(1) 資本剰余金 

  日本における会社法（以下、会社法）では、株式の発行に対しての払込みまたは給付の2分の1以上を資本金に組

み入れ、残りは資本剰余金に含まれている資本準備金に組み入れることが規定されております。また、会社法で

は、資本準備金は株主総会の決議により、資本金に組み入れることができます。

 

(2) 利益剰余金

  会社法では、剰余金の配当として支出する金額の10分の1を、資本準備金及び利益準備金の合計額が資本金の4分

の1に達するまで資本準備金または利益準備金として積み立てることが規定されています。積み立てられた利益準

備金は、欠損填補に充当できます。また、株主総会の決議をもって、利益準備金を取り崩すことができることとさ

れております。

 

  親会社における会社法上の分配可能額は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に準拠して作

成された親会社の会計帳簿上の利益剰余金の金額に基づいて算定されております。

 また、会社法は分配可能額の算定にあたり一定の制限を設けております。親会社の会計帳簿上、その他利益剰余金

として記帳されている金額は、前期末及び当期末において、それぞれ469,709百万円及び355,782百万円であり、上記

の制約を受けておりません。
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２【財務諸表等】

(１)【財務諸表】

①【貸借対照表】

  （訂正前）

    (単位：百万円) 

 
前期 

(2014年3月31日) 
当期 

(2015年3月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 ※(1) 306,882 ※(1) 280,138 

受取手形 ※(4) 29,937 ※(4) 25,489 

売掛金 ※(1) 583,562 ※(1) 570,905 

有価証券 421,420 242,002 

商品 108,922 113,625 

販売用不動産 71,189 80,307 

前渡金 117,336 121,221 

前払費用 18,224 10,618 

短期貸付金 88,208 36,198 

繰延税金資産 6,037 9,199 

その他 100,894 134,686 

貸倒引当金 △800 △700 

流動資産合計 1,851,814 1,623,692 

固定資産    

有形固定資産    

建物 ※(1) 52,603 ※(1) 51,936 

構築物 939 880 

機械及び装置 2,313 429 

車両運搬具 248 208 

工具、器具及び備品 3,521 2,922 

土地 ※(1) 219,239 ※(1) 196,244 

建設仮勘定 9,876 11,437 

有形固定資産合計 288,742 264,058 

無形固定資産    

ソフトウエア 9,387 9,698 

その他 1,745 5,581 

無形固定資産合計 ※(1) 11,133 ※(1) 15,279 

投資その他の資産    

投資有価証券 ※(1) 407,831 ※(1) 396,815 

関係会社株式 ※(1) 1,239,997 ※(1) 1,228,451 

その他の関係会社有価証券 8,349 5,382 

出資金 14,219 14,334 

関係会社出資金 388,620 440,723 

長期貸付金 120,401 132,452 

固定化営業債権 16,901 81,863 

長期前払費用 59,014 66,560 

繰延税金資産 23,652 24,828 

その他 77,359 100,851 

貸倒引当金 △50,710 △135,751 

投資その他の資産合計 2,305,636 2,356,512 

固定資産合計 2,605,512 2,635,851 

資産合計 4,457,327 4,259,544 
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    (単位：百万円) 

 
前期 

(2014年3月31日) 
当期 

(2015年3月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形 12,539 11,073 

買掛金 440,116 438,203 

短期借入金 ※(1) 296,963 ※(1) 278,737 

1年内償還予定の社債 20,000 40,000 

未払費用 18,550 18,607 

未払法人税等 323 106 

前受金 127,515 133,073 

預り金 73,538 19,379 

前受収益 1,764 1,882 

役員賞与引当金 203 － 

その他 22,383 31,935 

流動負債合計 1,013,897 973,001 

固定負債    

長期借入金 ※(1) 2,026,590 ※(1) 1,983,010 

社債 330,000 320,000 

その他 ※(1) 54,972 ※(1) 49,090 

固定負債合計 2,411,563 2,352,101 

負債合計 3,425,461 3,325,102 

純資産の部    

株主資本    

資本金 219,278 219,278 

資本剰余金    

資本準備金 230,412 230,412 

資本剰余金合計 230,412 230,412 

利益剰余金    

利益準備金 17,696 17,696 

その他利益剰余金    

別途積立金 65,042 65,042 

繰越利益剰余金 404,666 312,431 

その他利益剰余金合計 469,709 377,474 

利益剰余金合計 487,405 395,170 

自己株式 △3,951 △3,721 

株主資本合計 933,144 841,140 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 118,225 147,464 

繰延ヘッジ損益 △20,546 △55,301 

評価・換算差額等合計 97,678 92,162 

新株予約権 1,042 1,137 

純資産合計 1,031,865 934,441 

負債純資産合計 4,457,327 4,259,544 
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  （訂正後）

    (単位：百万円) 

 
前期 

(2014年3月31日) 
当期 

(2015年3月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 ※(1) 306,882 ※(1) 280,138 

受取手形 ※(4) 29,937 ※(4) 25,489 

売掛金 ※(1) 583,562 ※(1) 570,905 

有価証券 421,420 242,002 

商品 108,922 113,625 

販売用不動産 71,189 80,307 

前渡金 117,336 121,221 

前払費用 18,224 10,618 

短期貸付金 88,208 36,198 

繰延税金資産 6,037 9,199 

その他 100,894 134,686 

貸倒引当金 △800 △700 

流動資産合計 1,851,814 1,623,692 

固定資産    

有形固定資産    

建物 ※(1) 52,603 ※(1) 51,936 

構築物 939 880 

機械及び装置 2,313 429 

車両運搬具 248 208 

工具、器具及び備品 3,521 2,922 

土地 ※(1) 219,239 ※(1) 196,244 

建設仮勘定 9,876 11,437 

有形固定資産合計 288,742 264,058 

無形固定資産    

ソフトウエア 9,387 9,698 

その他 1,745 5,581 

無形固定資産合計 ※(1) 11,133 ※(1) 15,279 

投資その他の資産    

投資有価証券 ※(1) 407,831 ※(1) 396,815 

関係会社株式 ※(1) 1,239,997 ※(1) 1,228,451 

その他の関係会社有価証券 8,349 5,382 

出資金 14,219 14,334 

関係会社出資金 388,620 440,723 

長期貸付金 120,401 132,452 

固定化営業債権 16,901 81,863 

長期前払費用 59,014 66,560 

繰延税金資産 23,652 20,478 

その他 77,359 100,851 

貸倒引当金 △50,710 △135,751 

投資その他の資産合計 2,305,636 2,352,161 

固定資産合計 2,605,512 2,631,500 

資産合計 4,457,327 4,255,193 
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    (単位：百万円) 

 
前期 

(2014年3月31日) 
当期 

(2015年3月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形 12,539 11,073 

買掛金 440,116 438,203 

短期借入金 ※(1) 296,963 ※(1) 278,737 

1年内償還予定の社債 20,000 40,000 

未払費用 18,550 18,607 

未払法人税等 323 106 

前受金 127,515 133,073 

預り金 73,538 19,379 

前受収益 1,764 1,882 

役員賞与引当金 203 － 

その他 22,383 31,935 

流動負債合計 1,013,897 973,001 

固定負債    

長期借入金 ※(1) 2,026,590 ※(1) 1,983,010 

社債 330,000 320,000 

その他 ※(1) 54,972 ※(1) 49,090 

固定負債合計 2,411,563 2,352,101 

負債合計 3,425,461 3,325,102 

純資産の部    

株主資本    

資本金 219,278 219,278 

資本剰余金    

資本準備金 230,412 230,412 

資本剰余金合計 230,412 230,412 

利益剰余金    

利益準備金 17,696 17,696 

その他利益剰余金    

別途積立金 65,042 65,042 

繰越利益剰余金 404,666 290,739 

その他利益剰余金合計 469,709 355,782 

利益剰余金合計 487,405 373,478 

自己株式 △3,951 △3,721 

株主資本合計 933,144 819,448 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 118,225 147,464 

繰延ヘッジ損益 △20,546 △37,959 

評価・換算差額等合計 97,678 109,504 

新株予約権 1,042 1,137 

純資産合計 1,031,865 930,090 

負債純資産合計 4,457,327 4,255,193 
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②【損益計算書】

  （訂正前）

    (単位：百万円) 

 
 前期 

（自2013年4月 1日 
    至2014年3月31日） 

 当期 
（自2014年4月 1日 

    至2015年3月31日） 

売上高 3,338,297 3,229,406 

売上原価 3,182,724 3,081,480 

売上総利益 155,573 147,926 

販売費及び一般管理費    

通信費 424 245 

旅費及び交通費 9,363 8,644 

広告宣伝費 2,256 2,245 

交際費 1,522 1,464 

事務用消耗品費 511 480 

貸倒引当金繰入額 △350 918 

役員報酬 1,174 953 

執行役員報酬等 1,536 1,308 

従業員給料 42,208 42,151 

従業員賞与 22,549 21,528 

退職給付費用 13,003 10,881 

福利厚生費 9,905 9,882 

業務委託費 40,534 42,420 

賃借料 6,940 6,682 

修繕費 4,761 4,819 

減価償却費 5,920 6,027 

租税公課 1,865 2,636 

雑費 4,334 4,780 

販売費及び一般管理費合計 168,464 168,075 

営業損失（△） △12,890 △20,149 

営業外収益    

受取利息 12,523 11,543 

受取配当金 174,181 181,580 

投資有価証券売却益 29,912 68,733 

その他の営業外収益 8,295 8,977 

営業外収益合計 224,912 270,834 

営業外費用    

支払利息 12,442 11,337 

投資有価証券売却損 2,529 8,070 

投資有価証券評価損 7,303 ※(2) 176,134 

関係会社貸倒引当金繰入額 20,317 ※(2) 88,101 

その他の営業外費用 2,681 3,600 

営業外費用合計 45,275 287,244 

経常利益又は経常損失（△） 166,745 △36,558 

特別利益    

固定資産売却益 ※(3) 34 ※(3) 6,304 

特別利益合計 34 6,304 

特別損失    

固定資産処分損 ※(4) 2,585 ※(4) 13,142 

特別損失合計 2,585 13,142 

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 164,194 △43,396 

法人税、住民税及び事業税 △1,700 △6,400 

法人税等調整額 7,200 △5,900 

法人税等合計 5,500 △12,300 

当期純利益又は当期純損失（△） 158,694 △31,096 
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  （訂正後）

    (単位：百万円) 

 
 前期 

（自2013年4月 1日 
    至2014年3月31日） 

 当期 
（自2014年4月 1日 

    至2015年3月31日） 

売上高 3,338,297 3,229,406 

売上原価 3,182,724 3,081,480 

売上総利益 155,573 147,926 

販売費及び一般管理費    

通信費 424 245 

旅費及び交通費 9,363 8,644 

広告宣伝費 2,256 2,245 

交際費 1,522 1,464 

事務用消耗品費 511 480 

貸倒引当金繰入額 △350 918 

役員報酬 1,174 953 

執行役員報酬等 1,536 1,308 

従業員給料 42,208 42,151 

従業員賞与 22,549 21,528 

退職給付費用 13,003 10,881 

福利厚生費 9,905 9,882 

業務委託費 40,534 42,420 

賃借料 6,940 6,682 

修繕費 4,761 4,819 

減価償却費 5,920 6,027 

租税公課 1,865 2,636 

雑費 4,334 4,780 

販売費及び一般管理費合計 168,464 168,075 

営業損失（△） △12,890 △20,149 

営業外収益    

受取利息 12,523 11,543 

受取配当金 174,181 181,580 

投資有価証券売却益 29,912 68,733 

その他の営業外収益 8,295 8,977 

営業外収益合計 224,912 270,834 

営業外費用    

支払利息 12,442 11,337 

投資有価証券売却損 2,529 8,070 

投資有価証券評価損 7,303 ※(2) 199,256 

関係会社貸倒引当金繰入額 20,317 ※(2) 88,101 

その他の営業外費用 2,681 3,600 

営業外費用合計 45,275 310,366 

経常利益又は経常損失（△） 166,745 △59,681 

特別利益    

固定資産売却益 ※(3) 34 ※(3) 6,304 

特別利益合計 34 6,304 

特別損失    

固定資産処分損 ※(4) 2,585 ※(4) 13,142 

特別損失合計 2,585 13,142 

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 164,194 △66,518 

法人税、住民税及び事業税 △1,700 △6,400 

法人税等調整額 7,200 △7,330 

法人税等合計 5,500 △13,730 

当期純利益又は当期純損失（△） 158,694 △52,788 
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③【株主資本等変動計算書】

  （訂正前）

前期(自2013年4月 1日 至2014年3月31日)

              (単位：百万円) 

  株主資本 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 
 

資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 
  別途積立金 

繰越利益 
剰余金 

当期首残高 219,278 230,412 17,696 65,042 301,024 383,763 △231 833,223 

当期変動額                

剰余金の配当         △55,022 △55,022   △55,022 

当期純利益         158,694 158,694   158,694 

自己株式の取得             △3,952 △3,952 

自己株式の処分         △30 △30 232 202 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）               － 

当期変動額合計 － － － － 103,641 103,641 △3,719 99,921 

当期末残高 219,278 230,412 17,696 65,042 404,666 487,405 △3,951 933,144 

 

           

  評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
 

その他有価
証券評価差

額金 

繰延ヘッジ 
損益 

評価・換算 
差額等合計 

当期首残高 91,309 △4,363 86,945 927 921,095 

当期変動額          

剰余金の配当         △55,022 

当期純利益         158,694 

自己株式の取得         △3,952 

自己株式の処分         202 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

26,916 △16,182 10,733 115 10,848 

当期変動額合計 26,916 △16,182 10,733 115 110,770 

当期末残高 118,225 △20,546 97,678 1,042 1,031,865 
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当期(自2014年4月 1日 至2015年3月31日)

              (単位：百万円) 

  株主資本 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 
 

資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 
  別途積立金 

繰越利益 
剰余金 

当期首残高 219,278 230,412 17,696 65,042 404,666 487,405 △3,951 933,144 

当期変動額                

剰余金の配当         △61,135 △61,135   △61,135 

当期純損失（△）         △31,096 △31,096   △31,096 

自己株式の取得             △7 △7 

自己株式の処分         △2 △2 238 235 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）               － 

当期変動額合計 － － － － △92,234 △92,234 230 △92,004 

当期末残高 219,278 230,412 17,696 65,042 312,431 395,170 △3,721 841,140 

 

           

  評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
 

その他有価
証券評価差

額金 

繰延ヘッジ 
損益 

評価・換算 
差額等合計 

当期首残高 118,225 △20,546 97,678 1,042 1,031,865 

当期変動額          

剰余金の配当         △61,135 

当期純損失（△）         △31,096 

自己株式の取得         △7 

自己株式の処分         235 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

29,239 △34,754 △5,515 94 △5,420 

当期変動額合計 29,239 △34,754 △5,515 94 △97,424 

当期末残高 147,464 △55,301 92,162 1,137 934,441 
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  （訂正後）

前期(自2013年4月 1日 至2014年3月31日)

              (単位：百万円) 

  株主資本 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本 
合計 

 

資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 
  別途積立金 

繰越利益 
剰余金 

当期首残高 219,278 230,412 17,696 65,042 301,024 383,763 △231 833,223 

当期変動額                

剰余金の配当         △55,022 △55,022   △55,022 

当期純利益         158,694 158,694   158,694 

自己株式の取得             △3,952 △3,952 

自己株式の処分         △30 △30 232 202 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）               － 

当期変動額合計 － － － － 103,641 103,641 △3,719 99,921 

当期末残高 219,278 230,412 17,696 65,042 404,666 487,405 △3,951 933,144 

 

           

  評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
 

その他有価
証券評価差

額金 

繰延ヘッジ 
損益 

評価・換算 
差額等合計 

当期首残高 91,309 △4,363 86,945 927 921,095 

当期変動額          

剰余金の配当         △55,022 

当期純利益         158,694 

自己株式の取得         △3,952 

自己株式の処分         202 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 26,916 △16,182 10,733 115 10,848 

当期変動額合計 26,916 △16,182 10,733 115 110,770 

当期末残高 118,225 △20,546 97,678 1,042 1,031,865 
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当期(自2014年4月 1日 至2015年3月31日)

              (単位：百万円) 

  株主資本 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 
 

資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 
  別途積立金 

繰越利益 
剰余金 

当期首残高 219,278 230,412 17,696 65,042 404,666 487,405 △3,951 933,144 

当期変動額                

剰余金の配当         △61,135 △61,135   △61,135 

当期純損失（△）         △52,788 △52,788   △52,788 

自己株式の取得             △7 △7 

自己株式の処分         △2 △2 238 235 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）               － 

当期変動額合計 － － － － △113,926 △113,926 230 △113,696 

当期末残高 219,278 230,412 17,696 65,042 290,739 373,478 △3,721 819,448 

 

           

  評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
 

その他有価
証券評価差

額金 

繰延ヘッジ 
損益 

評価・換算 
差額等合計 

当期首残高 118,225 △20,546 97,678 1,042 1,031,865 

当期変動額          

剰余金の配当         △61,135 

当期純損失（△）         △52,788 

自己株式の取得         △7 

自己株式の処分         235 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

29,239 △17,413 11,825 94 11,920 

当期変動額合計 29,239 △17,413 11,825 94 △101,775 

当期末残高 147,464 △37,959 109,504 1,137 930,090 
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【注記事項】

（損益計算書関係）

  （訂正前）

(1)  関係会社との取引高 

 

前期
(自2013年4月 1日
至2014年3月31日)

(百万円)

当期
(自2014年4月 1日
至2015年3月31日)

(百万円)

営業取引による取引高    

売上高 1,010,982 1,040,494

仕入高 502,678 433,064

営業取引以外の取引による取引高 194,155 161,780

 

※(2)  当期において、米国タイトオイル開発プロジェクトの当社100％子会社Summit Shale International Corporation

（本社：米国テキサス州）に対する投資及び貸付金等について、93,230百万円の「投資有価証券評価損」及び

74,123百万円の「関係会社貸倒引当金繰入額」を計上しております。ブラジル鉄鉱石事業の当社100％子会社セー

ハ・アズール鉄鉱石合同会社（本社：東京都）に対する投資について、68,295百万円の「投資有価証券評価損」

を計上しております。

※(3)  賃貸用不動産等の売却益であります。

※(4)  賃貸用不動産の減損及び売却損、設備の除却損等であります。

 

  （訂正後）

(1)  関係会社との取引高 

 

前期
(自2013年4月 1日
至2014年3月31日)

(百万円)

当期
(自2014年4月 1日
至2015年3月31日)

(百万円)

営業取引による取引高    

売上高 1,010,982 1,040,494

仕入高 502,678 433,064

営業取引以外の取引による取引高 194,155 161,780

 

※(2)  当期において、米国タイトオイル開発プロジェクトの当社100％子会社Summit Shale International Corporation

（本社：米国テキサス州）に対する投資及び貸付金等について、116,352百万円の「投資有価証券評価損」及び

74,123百万円の「関係会社貸倒引当金繰入額」を計上しております。ブラジル鉄鉱石事業の当社100％子会社セー

ハ・アズール鉄鉱石合同会社（本社：東京都）に対する投資について、68,295百万円の「投資有価証券評価損」

を計上しております。

※(3)  賃貸用不動産等の売却益であります。

※(4)  賃貸用不動産の減損及び売却損、設備の除却損等であります。
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（税効果会計関係）

  （訂正前）

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前期

(2014年3月31日)
(百万円)

 
当期

(2015年3月31日)
(百万円)

繰延税金資産     

貸倒引当金 14,739   43,990

未払賞与 2,143   1,649

投資有価証券 61,207   48,031 

不動産 9,310   11,178

繰延ヘッジ損益 11,575   23,510 

繰越欠損金 7,725   50,100

その他 6,511   5,062

繰延税金資産小計 113,210   183,520

評価性引当額 △7,100   △69,369 

繰延税金資産合計 106,110   114,151 

繰延税金負債      

その他有価証券評価差額金 △66,717   △72,645

退職給付関連 △8,448   △7,308

その他 △1,256   △171

繰延税金負債合計 △76,421   △80,124

繰延税金資産の純額 29,689   34,027 

 

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

 
前期

(2014年3月31日)
 

当期
(2015年3月31日)

法定実効税率 38.0％   －

（調整）      

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4％   －

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △38.3％   －

特定外国子会社等合算所得 0.9％   －

外国税額 0.9％   －

税率変更による影響 0.9％   －

その他 0.5％   －

税効果会計適用後の法人税等の負担率 3.3％   －

 

（注）当期は、税引前当期純損失のため、記載を省略しております。

 

３ 法人税等の税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

 2015年3月31日に、「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第9号）及び「地方税法等の一部を改正す

る法律」（平成27年法律第2号）が公布され、2015年4月1日以後に開始する事業年度から法人税率等が変更されるこ

ととなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、従来の35.64％か

ら、2015年4月1日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等については33.06％に、2016年4月1日に開始す

る事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等については32.30％となります。

 この税率変更により、繰延税金資産が6,327百万円減少（繰延税金負債は7,316百万円減少）しています。また、法

人税等調整額が4,908百万円、その他有価証券評価差額金が6,615百万円それぞれ増加しており、繰延ヘッジ損益が

718百万円減少しています。 
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  （訂正後）

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前期

(2014年3月31日)
(百万円)

 
当期

(2015年3月31日)
(百万円)

繰延税金資産     

貸倒引当金 14,739   43,990

未払賞与 2,143   1,649

投資有価証券 61,207   55,661 

不動産 9,310   11,178

繰延ヘッジ損益 11,575   15,880 

繰越欠損金 7,725   50,100

その他 6,511   5,062

繰延税金資産小計 113,210   183,520

評価性引当額 △7,100   △73,719 

繰延税金資産合計 106,110   109,801 

繰延税金負債      

その他有価証券評価差額金 △66,717   △72,645

退職給付関連 △8,448   △7,308

その他 △1,256   △171

繰延税金負債合計 △76,421   △80,124

繰延税金資産の純額 29,689   29,677 

 

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

 
前期

(2014年3月31日)
 

当期
(2015年3月31日)

法定実効税率 38.0％   －

（調整）      

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4％   －

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △38.3％   －

特定外国子会社等合算所得 0.9％   －

外国税額 0.9％   －

税率変更による影響 0.9％   －

その他 0.5％   －

税効果会計適用後の法人税等の負担率 3.3％   －

 

（注）当期は、税引前当期純損失のため、記載を省略しております。

 

３ 法人税等の税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

 2015年3月31日に、「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第9号）及び「地方税法等の一部を改正す

る法律」（平成27年法律第2号）が公布され、2015年4月1日以後に開始する事業年度から法人税率等が変更されるこ

ととなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、従来の35.64％か

ら、2015年4月1日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等については33.06％に、2016年4月1日に開始す

る事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等については32.30％となります。

 この税率変更により、繰延税金資産が6,173百万円減少（繰延税金負債は7,316百万円減少）しています。また、法

人税等調整額が5,101百万円、その他有価証券評価差額金が6,615百万円それぞれ増加しており、繰延ヘッジ損益が

371百万円減少しています。 
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  独立監査人の監査報告書  

 

      2016年5月9日

住友商事株式会社  

  取締役会  御中  

 

  有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 目   加   田   雅   洋    ㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 森            俊    哉    ㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 杉     崎     友    泰    ㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る住友商事株式会社の2014年4月1日から2015年3月31日までの第147期事業年度の訂正後の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者

が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ

れに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財

務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施

に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す

る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、住友商

事株式会社の2015年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

 

その他の事項

有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、財務諸表を訂正している。なお、当監査

法人は、訂正前の財務諸表に対して2015年6月23日に監査報告書を提出した。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 

※１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の4の2第4項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 2016年5月9日 

【会社名】 住友商事株式会社 

【英訳名】 SUMITOMO CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  中村  邦晴 

【最高財務責任者の役職氏名】 専務執行役員 高畑 恒一 

【本店の所在の場所】 東京都中央区晴海1丁目8番11号 

【縦覧に供する場所】 住友商事株式会社  関西支社（大阪） 

（大阪市中央区北浜4丁目5番33号） 

住友商事株式会社  中部支社（名古屋） 

（名古屋市東区東桜1丁目1番6号） 

住友商事株式会社  九州支社（福岡） 

（福岡市博多区博多駅前3丁目30番23号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町2番1号） 

株式会社名古屋証券取引所 

（名古屋市中区栄3丁目8番20号） 

証券会員制法人福岡証券取引所 

（福岡市中央区天神2丁目14番2号） 

（注）上記のうち、九州支社（福岡）は、法定の縦覧場所ではありませんが、投資者の便宜を考慮して縦覧に供する 

場所としております。 



 

１【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】 
  当社取締役社長 中村 邦晴及び最高財務責任者 高畑 恒一は、当社の第147期（自2014年4月1日  至2015年3月31日）

の有価証券報告書の訂正報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 
 

２【特記事項】 
  特記すべき事項はありません。 

 


	



